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温度解析

温度変化による温度ひずみの計算

剛性方程式を解き節点変位を求める

節点変位から全ひずみを計算

増加した拘束ひずみを算出

温度ひずみを節点に加わる力に変換

}]{[}{ uB 

}{}{}{ Tc  

拘束ひずみより温度応力を求め，更新
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温度ひずみを節点に加わる力に変換
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図-1 温度応力解析のフロー 
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図-2 線膨張係数の経時変化

有限要素法を用いた温度応力解析によるマスコンクリートのひび割れに関する基礎的考察 
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1．はじめに 

 セメントの硬化時に発生する水和熱によってコンクリート内部の温度は上昇するが，水和反応終了後はコンク

リート表面からの放熱により部材内の温度は低下する．温度応力とは，この温度低下によるコンクリートの収縮

が外部から拘束されることで発生する拘束応力である．特に，マッシブなコンクリート構造物は，セメントの水

和熱が大きいために温度応力によるひび割れが大きな問題となりうる．本研究では，大型マスコンリート構造物

を対象とした温度応力によるひび割れに対して，解析的な観点から基礎的な考察を行った． 

2．有限要素法による温度応力解析  

図-1に温度応力解析のフロー図を示す． 

2.1 温度解析の概要 

温度分布の計算には，式(1)に示す熱伝導方程式を用いた． 
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ここに，ρ：密度 c：比熱，T：温度，λ：熱伝導率：Q：単位面積 

・単位時間あたりの発生する熱量である．コンクリートの断熱温

度上昇は，式(2)に示すマスコンクリートのひび割れ制御指針 2008

を用いた． 
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ここに，Q(t)：材齢 t 日までの断熱温度上昇量(℃)，Q∞：終局断

熱温度上昇量，r：温度上速度に関する定数，t：材齢(日)，t0,Q：発

熱開始材齢(日)とする． 

2.2 応力解析の概要 

温度解析によって求めた節点の温度変化と熱膨張係数 β（線膨張

係数 αを 3 倍したもの）から，式(3)を用いて温度変化による温度

ひずみ εTを求めた．なお，コンクリートは有効材齢 4 時間から開

始し 5 時間で凝結が完了すると仮定し，線膨張係数 αについては，

図-2のような簡易モデルを作成し，経時変化を表現した．  

次に式(3)で求めた温度ひずみの値から式(4)を用いて温度ひずみ

による応力 σTを求めた． ここで，[D]は弾性の応力－ひずみマト

リクスであり，この[D]に用いる弾性係数 E の値は，コンクリート

の若材齢時において変化するため式(5)により経時変化を考慮した． 

610)('4700)(  tftE c    (5) 

ここで，φは低減係数であり，最高温度に達するまでは φ=0.42，  

その後は φ=0.65 と設定し計算している．f’
c(t)は，圧縮強度(N/mm2)  
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である．また，既設コンクリートにおいては，弾性係数 E は

25000(N/mm2) の一定値としている．2 つの弾性係数の経時変化を図-3

に表す．式(5)において使用されている f’
c(t)はコンクリートの材齢ごと

の圧縮強度であり，式(6)により求めた．  
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ここに，teは有効材齢(日)，Sfは硬化原点に対する有効材齢(日)，tnは

管理材齢(日)，a，b はセメント種類と管理材齢に応じた係数である．有

効材齢 teは以下の式(7)を用いて計算している． 
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ここに，Δtiは継続時間，T(Δti) は Δtiの間のコンクリート温度(℃)， 

T 0=1(℃)である．  

 続いて，式(4)で求められた仮想応力 σTと[B]を式(8)に代入し等価節点

力 f を求め，式(9)の剛性方程式を f により解くことで，節点変位 u を算

出する．次に式(10)を用いて全ひずみ εを求めた．温度応力は拘束ひず

みにより発生するものであるため，式(11)のように全ひずみから温度に

よるひずみ εTを除き拘束ひずみを求める．求めた拘束ひずみ εcと[D]マ

トリクスを用い，式(12)で温度応力 σcの増分を求め，式(13)により応力

更新を行うことで一連の温度応力解析を行った． 

3．温度応力解析 

温度応力解析のモデルを図-4 に示す．ここでは，地盤の上に底版と

側壁を有する壁状構造物を想定している．福岡県の日平均気温(気象庁

2008～2010)を設定し，解析期間は 4 月 1 日を打設開始とする 28 日間と

し，側壁は底版に完全拘束された状態とした． 

 解析結果として，温度解析によって求めた温度分布を図-5に示す．ま

た，側壁部材の中央部と端部を着目点とし，温度履歴を示したものが図

-6である．水和熱により上昇した部材内の温度が，外気冷却によって

徐々に低下し，やがて外気温と同程度に落ち着くことが示された．この

端部と中央部の同時期における温度差と，各場所の温度最高点から降下

後までの温度差が温度応力に関係していると考えられる． 

また，側壁中央部における最大主応力度履歴を図-7に，最大主応力度

分布を図‐8に示す．温度履歴における温度降下から応力の増加がみら

れ，温度が外気温と同程度に落ち着く時には応力の増加もほぼ収束して

いることが示された．このことから，温度応力低減には温度が安定する

材齢5日程度までに対策を打つことが必要と考えられる． 

4．結論 

本研究では，壁状構造物を対象として有限要素法による温度応力解析

を行い，コンクリートの温度収縮が拘束された打継ぎ部で発生する応力

を解析的に求めることができた．今後は，温度応力解析の精度向上を図

るとともに，打設・養生時期の環境・施工条件の違いによる解析を行う．  
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図-5 ピーク時温度分布 
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図-6 温度履歴 
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図-7 側壁中央部の最大主応力度履歴
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図-8 最大主応力度分布 
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